
この本の活用のしかた

●構成について

この本は、１章から７章までの前半が、労働契約、解雇、経営問題、賃金、労働時
間など基本的な相談類型に沿った章になっています。また、８章から15章までの後半
は、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、雇用保険法・健康保険法、パート労働
法、労働者派遣法、入管法、労働安全衛生法・労災保険法、労働組合法など、ほぼ法
律別になっていますが、女性・パート・派遣・外国人など労働者の類型別に利用する
こともできます。
各項目は、「Q（相談事例）」「チェックポイント」「解説」「相談者への対応」「参考」

で構成しています。
Q（相談事例）

よくある相談事例を、具体的にとり上げました。
チェックポイント

質問に対応する際の基本的なポイントをまとめました。
その上で、より広い視野で知っておいてほしい法律上の知識について解説してい

ます。法律条文や通達、裁判例についても紹介してありますので、必要なら現物に
あたって確かめていただきたいと思います。
相談者への対応

質問の内容に沿って、具体的な対応の方法を紹介しました。相談を受ける人が留
意すべき点なども記してあります。他機関の活用法などについても触れています。
参　考

関連する裁判例や通達、報告書など、参考になる資料を掲載しました。

●巻末資料

巻末には、労働契約や各種協定書のモデル、行政の書式、および主要な相談機関
を掲載しましたので、活用してください。

※本書では、多くの学者・労働組合活動家・弁護士などの著書を参考にしていますが、引用文献
等は特に付記していません。記述の誤りは、ひとえに著者の責任ですので、あらかじめお断り
しておきます。

※本書に出てくる数値その他のデータで、特に断りのないものは、2008年10月現在のものです。
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